
魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

５．ソフト事業

03010100

政策名

141014部･課･係名等 コード１

政策の柱 第１章 明日を築く活力あるまち

政策体系上の位置付け コード２ 予 算 科 目

平成 年度 （平成

事 業 コ ー ド 14101401

事 務 事 業 名 企業ガイド作成事業

20 19

コード３

一般会計

001050101

予算書の事務事業名 3.雇用安定対策事業

部名等 産業経済部

課名等

会計

商工観光課

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係名等終了年度 商工労働係当面継続 業務分類 １．労働諸費

第４節 誰もが働きやすい労働環境の整備 款 ５．労働費

区分 雇用

施策名 １．雇用・労働環境の充実

目 １．労働諸費

実績

電話番号 0765-23-1025 基本事業名 求人情報の提供、充実

計画

記入者氏名 舘 和生

22年度
単位

就職活動をしている学生、その家族、就職指導をされる先生、また、Ｕターン希望者に、魚津市内の企業を紹介する。

18年度 19年度 20年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

対
象
指
標

就職希望者

21年度

① 求職者数 人 639 624 650 700 720

活
動
指
標

発行部数 冊 1,000 0 0
企業ガイドの印刷を取りやめ魚津市のＨＰにて企業サイトを開設し、県外Ｕターン情報センターや、県内大学・高校等、県内市役所労働担当課
等へＨＰの紹介を行った。

＊平成20年度の変更点

なし

① 0 0

② ＨＰ掲載企業数 社 0 126 130 140 150

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 新規就業者数 人 350 350

44.07 50.00 52.00

296 275 300

％ 46.32 48.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

魚津市民のみでなく、魚津市出身の県外在住者も、魚津市内で希望する事業所に就職できる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

0 0

0

0 0 0

0

60

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 60

0

⑷一般財源 542 150 60 60 60

(千円)

542 150 60

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

平成8年から、市内のみならず市外や県外にいても魚津市内企業の情報が把握できる冊子として発刊する。 (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 953

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 411

1

100 60 60 60

1 1 1

401 241 241 241

4,0104,010

551 301 301 301

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,110 4,010

自社のホームページを持っている企業が増えており、興味ある人は、検索して情報を得ている。

事業期間 開始年度 平成8年

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

＜平成19年度の主な活動内容＞

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

実施方法

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

就職希望者が、希望する企業に就職できる。

就業率（新規就業者数/求職者数）

富山市、高岡市、砺波市のみホームページに掲載あり。商工会のホームページに掲載のある市もあ
る。

特になし
把握している

把握していない

4,010

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○

○

休止

○

○

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する必要度・貢献度とその理由説明） １０．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

直結しない

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

求人情報の提供としては、具体的な人数は掲載していないが、企業の概要がわかるものとして、求職者向けに提供できる。

直結度小

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なため、市による実施
が妥当

○
○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

減
少
傾
向 ●

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

○

●

○

○

○

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★ 評価結果の総括と今後の方向性

(1)評価結果の総括

① 目的妥当性 ● 適切

【有効性の評価】

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

なし
説
明

成果向上の余地なし。

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

目的廃止又は再設定の余地あり

② 有効性

年度

コスト削減の余地あり

④ 公平性 ● 適切

●

次年度
（平成21
年度）

常に最新の情報を適宜更新していく。 コストの方向性

維持

なし
説
明

印刷にしても、ホームページにしても、原稿の提出依頼や校正作業は必要。

実
施
予
定
時
期

【効率性の評価】

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

19

大

平成 20 年度

●

説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある。他の事務事業はない。

(2)今後の事務事業の方向性

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 終了 ○

（平成

根拠法令等を記入

１１．事務事業実施の緊急性
低
い
が
､
影
響
大

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

適切 ○ 成果向上の余地あり

○

○ 受益者負担の適正化の余地あり

③ 効率性 ● 適切 ○

廃止

○ 目的見直し

○

○ 事務事業のやり方改善

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

中･長期的
（3～5年

間）

掲載事業所の新規開拓を行う。 成 果の方向性

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

なし
説
明

平成１９年度より、企業情報を企業ｶﾞｲﾄﾞとして印刷することからＨＰにて情報を公開を開始した。今後は、更新の作業のみの為経費
は下がる。

維持

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

市内企業の情報を市のホームページ上で公開し、Ｕターン等の就職希望者も含め、最新の企業情報を提供することは必要であ
る。今後も的確に企業情報を提供し、就職活動の利用に供していきたい。 二次評価の要否

受益者負担あ
り・負担なし

説
明

受益者は、就職を希望する者・求人をしている企業である。就職を希望する者については、不特定多数なので適正化の余地なし。
求人を行う企業については、受益者負担を求めるよりも雇用増を求めたほうが妥当と思われる。

不要
適正化の余地なし

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

なし

● 平均

低い
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

４．負担金・補助金

03010100

政策名

141012部･課･係名等 コード１

政策の柱 第１章 明日を築く活力あるまち

政策体系上の位置付け コード２ 予 算 科 目

平成 年度 （平成

事 業 コ ー ド 14101201

事 務 事 業 名 中高齢者技能再訓練奨励事業

20 19

コード３

一般会計

001050101

予算書の事務事業名 4.中高齢者技能再訓練奨励事業

部名等 産業経済部

課名等

会計

商工観光課

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係名等終了年度 商工労働係当面継続 業務分類 １．労働諸費

第４節 誰もが働きやすい労働環境の整備 款 ５．労働費

区分 雇用

施策名 １．雇用・労働環境の充実

目 １．労働諸費

実績

電話番号 0765-23-1025 基本事業名 中高年者、女性、障害者などの雇用の促進

計画

記入者氏名 小林 幹子

22年度
単位

中高齢者が技能再訓練を受けたとき、その訓練を円滑に行い、また再就職を支援するため、公立の職業訓練施設に入校し所定の課程を修了した者について、奨励金を交付する。交付対象者は、市内に引き
続き２年以上居住する者で、就職のため公立の職業訓練施設に入校した離職者であり、入校時点で年齢45歳以上65歳未満の者とする。奨励金の額は、訓練時間数300時間未満の者は10,000円、300時間以
上の者は20,000円とする。 18年度 19年度 20年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

対
象
指
標

公立の職業訓練施設に入校し、所定の課程を修了した者で、以下の要件を満たす者。
・離職者である者
・市内に２年以上引き続き居住する者
・入校時点で年齢45歳以上65歳未満の者

21年度

① 修了者数 人 17 8 10 10 10

活
動
指
標

入校者数 人 17 8 10
公立の職業訓練施設（主に黒部、富山職業能力開発センター）より入所者名簿及び修了者名簿の報告を受け、該当者について奨励金を交付
する。

＊平成20年度の変更点

変更なし

① 10 10

② 交付金額 円 420,000 140,000 250,000 250,000 250,000

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 修了後就職者数 人 10 1017 10

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

中高齢者の再就職を促進し、労働人口の拡大を図る。
また、技能習得により就職と雇用のミスマッチを解消することができる。

職業能力開発センターで、魚津市民で奨励金の交付申請をした人が就職したかどうか調査してもらっている。（そのような調査はしていないので、科ごとに
調査するため時間がかかるとのこと。）

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

0 0

0

0 0 0

0

250

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 250

0

⑷一般財源 420 140 250 250 250

(千円)

420 140 250

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

昭和40年代の好景気を背景に、雇用状況は人手不足になりがちであり、企業はスキルを持った即戦力を求めるようになる。これにあわせて労働者の技能習得意識が高
まり、公立の職業訓練施設が大いに活用されることとなった。中でも中高齢者の離職者は、社会的にも豊富な経験を持ち。労働界において重要な人材であり、再訓練に
対する奨励金を交付することによる習得意欲の向上を目的とする。

(千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 1,242

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 822

1

20 60 60 60

1 1 1

80 241 241 241

4,010

220 491 491 491

（円＠時間) 4,110 4,010

◆県内他市の実施状況

バブル崩壊後、中高年齢者の再就職は以前にも増して厳しくなっている。終身雇用制度の崩壊、リストラの増大により、より実践的な資格、技能を有する一部の中高齢
者が社会的に求められるようになる。また、社会保障制度の変化（年金支給年齢の引き上げ）により、再就職希望者の高齢化が進んでおり、交付対象年齢の引き上げも
実施している。

事業期間 開始年度 昭和47年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

＜平成19年度の主な活動内容＞

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

実施方法

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

職業訓練意識を高めるための意識醸成をはかり、よりスムーズに訓練を行えるようにする。

・滑川市・・・3か月以上20,000円、2～3か月10,000円、1～2か月7,000円、20日～1月5,000円
・黒部市・・・4か月未満なし、4か月以上20,000円
・上市町・・・2か月未満なし、3か月10,000円、6か月15,000円、1年20,000円
・立山町・・・3か月10,000円、6か月15,000円
※平成17年4月現在。年齢要件各市町若干異なる。
富山市、入善町、朝日町、舟橋村、大山町、小杉以外の呉西は、なし。

特になし
把握している

把握していない

4,010 4,010

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○

○

休止

○

○

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する必要度・貢献度とその理由説明） １０．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

直結しない

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

奨励金を交付することにより、中高年齢者が技能訓練を受講しやすくなり、よって修了後就職に結びつきやすくなる。

直結度小

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なため、市による実施
が妥当

○
●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

減
少
傾
向 ●

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

○

●

○

○

○

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★ 評価結果の総括と今後の方向性

(1)評価結果の総括

① 目的妥当性 ● 適切

【有効性の評価】

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

なし
説
明

成果向上の余地なし。

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

目的廃止又は再設定の余地あり

② 有効性

年度

コスト削減の余地あり

④ 公平性 ● 適切

●

次年度
（平成21
年度）

なし コストの方向性

維持

なし
説
明

奨励金の審査交付事務であり、業務時間及び人員は適切である。

実
施
予
定
時
期

【効率性の評価】

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

19

大

平成 20 年度

●

説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

(2)今後の事務事業の方向性

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 終了 ○

（平成

根拠法令等を記入

１１．事務事業実施の緊急性
低
い
が
､
影
響
大

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

適切 ○ 成果向上の余地あり

○

○ 受益者負担の適正化の余地あり

③ 効率性 ● 適切 ○

廃止

○ 目的見直し

○

○ 事務事業のやり方改善

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

中･長期的
（3～5年

間）

なし 成 果の方向性

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

なし
説
明

事業費は交付する奨励金だが、平成19年度より奨励金の額を下げた。これより下げると、奨励金としてふさわしくない。

維持

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

中高齢者の再就職を支援するための事業として必要と考えられる。雇用情勢等をみながら奨励金額について検討を行っていき
たい。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担あり

説
明

他市町と比較しても、妥当だと思われる。

不要
適正化の余地なし

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

他市町と比較しても、妥当だと思われる。

● 平均

低い
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

事業期間 開始年度 平成14年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

環境の変化なし

内職就業希望者が、就業できる。

新川地区の市町村役場で、内職の就業相談窓口があるのは魚津市のみ。黒部市には働く婦人の家に
窓口があるが、紹介事業所がわずかしかなく、黒部市民も魚津市へ相談に来る。上市町、滑川市は窓
口なし。富山市はサンフォルテ内に窓口あり。

なし
把握している

把握していない

4,010 4,010 4,010

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入) ◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,110 4,010

1,363 1,363 1,363 1,363

1,363 1,363

3

340 340 340 340

1,363 1,363

3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 411

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 1,595

(千円)

3 3

1,184 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

0

⑷一般財源 1,175 0 0 0 0

(千円)

0

0

0

⑶その他（使用料・手数料等） 0 09 0

(千円) 0

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

求人情報の提供、充実

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

平成14年度から平成16年度まで、富山県緊急雇用創出特別基金市町村補助事業「就業相談員配置事業」として、全額県の補助金で実施された。平成17年度から県の
補助金はなくなったが、市単で事業を継続している。

(千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

35.23 34.55 37.50 38.46 39.29

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

①
内職就業相談件数のうち、就業に結びついた割
合

％

②

38 45 50 55① 内職就業件数 件 68
＜平成19年度の主な活動内容＞

活
動
指
標

内職相談員が内職就業希望者と面接して、求人情報を提供し、希望の職種があれば、相談員が企業へ電話して希望者を取り次ぐ。

＊平成20年度の変更点

変更なし

110 120 130 140① 内職就業相談件数 件 193

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

対
象
指
標

内職就業希望者

21年度 22年度
単位

内職求職者に対し、内職相談員が求人情報を提供し、企業にあっせんする。

18年度 19年度 20年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

目 該当なし

実績

電話番号 0765-23-1025 基本事業名 求人情報の提供、充実

計画

記入者氏名 小林 幹子

該当なし

第４節 誰もが働きやすい労働環境の整備 款 該当なし

１．雇用・労働環境の充実

実施方法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係名等

区分 雇用

施策名

就業相談事業

20

141014 予 算 科 目

該当なし政策の柱 第１章 明日を築く活力あるまち 会計

19

000000000

平成 年度 （平成

コード３コード２部･課･係名等 コード１事 業 コ ー ド

商工労働係

商工観光課 政策名

部名等 産業経済部

課名等

03010100 政策体系上の位置付け

当面継続 業務分類 ５．ソフト事業終了年度

予算書の事務事業名 なし

事 務 事 業 名
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○

○

休止

○

○

平成 20 年度 （平成 19

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

なし
説
明

事業費はなし。

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

相談者への対応をしている時間のみの人件費なので、これ以上少なくならない。

受益者負担の適正化の余地あり

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

④ 公平性 ● 適切 ○

【有効性の評価】

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

あり
説
明

求職情報を増やすことにより、内職就業件数を増やすことが可能。

③ 効率性 ● 適切 ○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

① 目的妥当性

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

★ 評価結果の総括と今後の方向性

(1)評価結果の総括

●

市民などのニーズが急速に高まっている
根拠法令等を記入

○

● 緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なため、市による実施
が妥当

○

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 １１．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

低
い
が
､
影
響
大

直結度小

直結しない

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

求人情報を提供し、事業所との仲介をすることによって、家庭内で仕事をしたい市民が安心して内職就業の申込をできる。

大

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する必要度・貢献度とその理由説明） １０．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

減
少
傾
向

○

○

○

○

●

適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

成果向上の余地あり

コスト削減の余地あり

② 有効性 ○ 適切 ●

(2)今後の事務事業の方向性

○ 現状のまま（又は計画どおり）継続実施 年度

○

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 終了 ○ 廃止

○ 目的見直し

● 事務事業のやり方改善

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成21
年度）

広報誌等で求人情報を募集し、求職者に幅広く紹介できるようにする。 コストの方向性

維持

中･長期的
（3～5年

間）

求人情報が増えたらハローワークとも連携し、求職者に幅広く紹介する。 成 果の方向性

向上

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

ここ数年、年間約150件程度の内職相談があり、一定の成果も上がっている。今後、ハローワークの高齢者職業相談との連携
について検討していきたい。 二次評価の要否

受益者負担あ
り・負担なし

説
明

求人者からも求職者からも料金を取るのは、そぐわない。、

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

今後も無料で就業相談を実施する。

● 平均

低い
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

事業期間 開始年度 昭和59年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

情報化の進展により職業能力の高度化、専門化の育成が急務であり、研修の場として重要視されてきている。

適切な管理に基づく施設の維持保全。

清掃業務の達成度

県内には、魚津地域のほかに富山地域職業訓練センターと砺波地域職業訓練センターがあり、事業内
容や利用人数を把握している。砺波地域は、魚津地域より利用者は若干少ない。富山地域は人口も多
く、利用者も多い。

立派な施設があるのだから、利活用を図られたい。
把握している

把握していない

4,010 4,010 4,010

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入) ◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,110 4,010

17,654 15,320 15,320 15,320

6,015 2,005

1

1,500 500 500 500

2,005 2,005

1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 2,624

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 10,785

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 22,293

(千円)

1 1

11,508 11,639 13,315

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

850

⑷一般財源 10,669 10,312 12,465 12,465 12,465

(千円)

0

0

13,315

⑶その他（使用料・手数料等） 850 850839 1,327

(千円) 13,315

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

効率的な施設の維持管理により職業訓練体制の充実を図る。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

平成58年10月に魚津地域を対象に中小企業従業員及び住民に対し、生涯職業生活の充実と安定を図るため各種職業訓練の実施、研修講習、会議の会場提供として
の施設として建設された。

(千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

警備業務の達成度

100.00 100.00 100.00

％ 100.00

％ 100.00

100.00

100.00

100.00 100.00

100.00

100.00 100.00

100.00 100.00

100.00

400,000 400,000 400,000

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 受付業務の達成度 ％

警備業務委託料 円 413,028 400,680

915,000 915,000 915,000 915,000② 清掃業務委託料 円 958,000

5,311,406 5,443,000 5,443,000 5,443,000① 受付業務委託料 円 5,192,865
＜平成19年度の主な活動内容＞

活
動
指
標

受付等の業務、建物の維持管理業務（清掃業務委託、警備業務委託等）

＊平成20年度の変更点

なし

1 1 1 1① 建物 棟 1

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

対
象
指
標

建物（魚津地域職業訓練センター）

21年度 22年度
単位

職業訓練講習会、研修会等の場としての施設の維持管理。

18年度 19年度 20年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

目 ２．職業訓練センター費

実績

電話番号 0765-24-9579 基本事業名 職業訓練の情報提供の充実

計画

記入者氏名 舘 和生

１．労働諸費

第４節 誰もが働きやすい労働環境の整備 款 ５．労働費

１．雇用・労働環境の充実

実施方法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係名等

区分 職業能力

施策名

一般会計政策の柱 第１章 明日を築く活力あるまち 会計事 務 事 業 名 職業訓練センター管理運営事業

20

141021

19

001050102

平成 年度 （平成

予 算 科 目 コード３03020100 政策体系上の位置付け事 業 コ ー ド 14102101

終了年度

予算書の事業名 2.職業訓練センター運営費

コード２部･課･係名等 コード１

管理係

職業訓練センター 政策名

部名等

当面継続 業務分類 １．施設管理

産業経済部

課名等
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○

○

休止

○

○

平成 20 年度 （平成 19

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

なし
説
明

利用料を徴収し、貸し館事業である。

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

貸し館事業である。

受益者負担の適正化の余地あり

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

④ 公平性 ● 適切 ○

【有効性の評価】

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

あり
説
明

専門分野を研修、習得し企業への就職を支援する。

●

(2)今後の事務事業の方向性

○ 現状のまま（又は計画どおり）継続実施

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

① 目的妥当性

(1)評価結果の総括

● 適切 ○

市民などのニーズが急速に高まっている
根拠法令等を記入

○

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なため、市による実施
が妥当

○

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 １１．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当
非
常
に
高
い

直結度小

直結しない

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

独立行政法人、雇用能力開発機構富山センターの委託事業である。離職者等を対象に、3ヶ月の職業訓練事業が５コース開
催され、施設提供の目的に合致した事業が実施できた。訓練を受けた者は、富山県内の企業に就職した。

大

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する必要度・貢献度とその理由説明） １０．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

★ 評価結果の総括と今後の方向性

全
国
的
高
い

●

○

○

○

○

目的廃止又は再設定の余地あり

成果向上の余地あり

③ 効率性 ● 適切 ○ コスト削減の余地あり

② 有効性 ○ 適切

年度

○

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 終了 ○ 廃止

○ 目的見直し

● 事務事業のやり方改善

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成21
年度）

実施時期、教室の空室状況を調整し、より多く利用できるようにする。 コストの方向性

維持

中･長期的
（3～5年

間）

中小企業の研修・講習会場として多く利用してもらう。 成 果の方向性

向上

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

今後も適切な管理による施設の保全を図り、ニーズにあった各種訓練事業を行うことにより利用者の増に努める。
二次評価の要否

受益者負担あ
り・負担なし

説
明

離職者の就職支援事業であるため。

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

県内を対象とした事業である。

● 平均

低い
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

５．ソフト事業終了年度

予算書の事業名 3.職業訓練事業 職業訓練センター 政策名

部名等 産業経済部

課名等

事 務 事 業 名 職業訓練事業

20

141022コード２部･課･係名等 コード１ 03020100 政策体系上の位置付け 001050102

平成 年度 （平成

予 算 科 目 コード３

19

事 業 コ ー ド 14102201

一般会計政策の柱 第１章 明日を築く活力あるまち 会計

実施方法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係名等 管理係当面継続 業務分類 １．労働諸費

第４節 誰もが働きやすい労働環境の整備 款 ５．労働費

区分 職業能力

施策名 １．雇用・労働環境の充実

目 ２．職業訓練センター費

実績

電話番号 0765-24-9579 基本事業名 職業訓練体制の充実

計画

記入者氏名 舘 和生

21年度 22年度
単位

ＩＴ講習を開催し、パソコン操作技術の習得をとおして職業の安定と充実、人材の育成を図る。

18年度 19年度 20年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

対
象
指
標

市民
① 市民（20歳から６９歳） 人 29,843 29,443 29,200 29,100 29,100

＜平成19年度の主な活動内容＞

活
動
指
標

パソコン操作等に係る実践的な職業能力を身につけるため、職業訓練センターでパソコン講座を開催した。

＊平成20年度の変更点

2007Ｖｉｓｔａを導入し、先端技術のパソコン講習を実施する。

① パソコン講座 回数 144 120 120 120 120

②

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 受講者 延人 500.00 500.00574.00 440.00 450.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

雇用の拡大・安定化と労働環境の向上

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

0 0

0

0 0 0

0

2,000

⑶その他（使用料・手数料等） 1,800 1,8001,722 1,321

(千円) 2,036

1,800

⑷一般財源 697 715 236 200 200

(千円)

2,419 2,036 2,000

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

情報化の進展に伴い、パソコン操作の必要性から平成１３年度より始まった。 (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 5,707

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 800

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 3,288

1

500 200 200 200

1 1 1

2,802 2,802

2,005 802 802 802

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入) ◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,110 4,010

パソコン機器がめまぐるしく向上し、操作技術の習得の必要性が高まってきている。

4,041 2,838

職業能力の向上

富山地域職業訓練センターや砺波地域職業訓練センターでもＩＴ講習は実施されている。情報化の進展に伴い、最先端のパソコン操作技術は必要である。
把握している

把握していない

4,010 4,010 4,010

事業期間 開始年度 平成１３年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○

○

休止

○

●

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する必要度・貢献度とその理由説明） １０．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

直結度小

直結しない

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

パソコン技術は、急激に進化している。2007Vistaの講習により、時代にあった技術を習得させる。、

大

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 １１．事務事業実施の緊急性

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なため、市による実施
が妥当

○
○

緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当
非
常
に
高
い

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明） ○

○

○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

根拠法令等を記入

受益者負担の適正化の余地あり

【有効性の評価】

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

なし
説
明

成果向上の余地なし。 ④ 公平性 ● 適切 ○

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○ 目的見直し

● 事務事業のやり方改善

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

あり
説
明

受講希望の少ないコースは、次年度実施しないこととする。

なし
説
明

講師の派遣費は、少しづつ削減してきたため、これ以上削減できない。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

平成 20 年度 （平成 19

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

★ 評価結果の総括と今後の方向性

全
国
的
高
い

●

○

○

○

○

(1)評価結果の総括

● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり① 目的妥当性

成果向上の余地あり

③ 効率性 ○ 適切 ● コスト削減の余地あり

② 有効性 ● 適切 ○

(2)今後の事務事業の方向性

○ 現状のまま（又は計画どおり）継続実施 年度

○

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 終了 ○ 廃止

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成21
年度）

受講者の少ないコースを削除し、新しい内容のコースを計画する。 コストの方向性

削減

中･長期的
（3～5年

間）

受講状況をみながら、計画していく。 成 果の方向性

維持

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

ＩＴ講習等による職業能力開発は職業訓練上必要であり、今後も事業の継続を行う。利用者のニーズにあった職業訓練を実施し
ていく必要がある。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担あり

説
明

受講料を徴収しており、徴収するのは、妥当である。

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

低
い

高い

説
明

県内には、富山、砺波と３施設ある。富山市と比べると同じだが、砺波市と比べると低い。１コース3,000円は、妥当な金額と思われ
るため、今後も現在の負担額でいく。

○ 平均

低い
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

4,010

勤労者等が教育費の支出、結婚、自動車の購入等生活資金で一時的に必要になる資金を消費者金融等で高利に調達することなく、低利で
円滑に調達できるようにするため。

勤労者小口資金融資制度（融資金利2.7％）
自治体 限度額 融資期間 自治体 限度額 融資期間 自治体 限度額 融資期間
滑川市 50万円 ４年以内 射水市 100万円 ４年以内 黒部市 50万円 ４年以内
富山市 50万円 ３年以内 高岡市 100万円 ４年以内 礪波市 50万円 ４年以内
氷見市 50万円 ３年以内 小矢部市 50万円 ４年以内 上市町 50万円 ４年以内

現在の融資期間４年を５年から７年くらいに延長してほしい。
把握している

把握していない

4,010 4,010

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

実施方法

事業期間 開始年度 昭和５３年

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

＜平成19年度の主な活動内容＞

対
象

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,110 4,010

高金利や過剰融資、違法な取り立てが社会問題となり、「貸出業規制法」「改正出資法」が定められた。しかし、今なおサラ金の取り立てには問題があるところが多く、無
登録で貸金業を営む業者や違法に高い金利で貸付を行う業者「ヤミ金融業者」も増加し、新たな問題となっている。。

57,481 57,531 57,531 57,531

481 481 481 481

2

120 120 120 120

2 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 411

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 57,495

(千円)

57,084 57,000 57,050

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

昭和50年代に消費者金融数が急増。一部の業者による高金利や過剰融資、違法な取り立てが社会問題となったため、生活資金を低利で安心して調達できるように昭
和５３年に魚津市勤労者生活安定資金として発足した。

(千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

57,009

⑷一般財源 75 0 41 41 41

(千円)

0

0

57,050

⑶その他（使用料・手数料等） 57,009 57,00957,009 57,000

(千円) 57,050

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

安定した生活を維持できる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

690 702 710 715 720

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 融資件数（一般+勤労者融資・九月末現在） 件

715 720

②

勤労者の安定的でゆとりある生活支援のため、北陸労働金庫や富山県勤労者信用基金協会等に市費の預託を行い、生活に必要な資金を低
利で労働金庫と協調して融資した。

＊平成20年度の変更点

変更なし

①

活
動
指
標

融資件数（一般+勤労者融資・九月末現在） 件 690 702 710

24,600 24,600

対
象
指
標

融資を必要としている市民(勤労者)

21年度

① 魚津市の就業人口 人 24,497 24,497 24,550

22年度
単位

勤労者の生活安定支援のため。 魚津市勤労者生活安定資金貸付制度の実施及び一般貸付に伴う、北陸労働金庫や富山県勤労者信用基金協会等に対する市費の預託。
勤労者に対して必要とする生活安定資金を融資することにより、勤労者の生活の維持安定に資することを目的とする。

18年度 19年度 20年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

目 １．労働諸費

実績

電話番号 0765-23-1025 基本事業名 勤労者福祉対策の充実、促進

計画

記入者氏名 舘 和生

１．労働諸費

第４節 誰もが働きやすい労働環境の整備 款 ５．労働費

１．雇用・労働環境の充実

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係名等

区分 労働環境

施策名終了年度

予算書の事務事業名 2.勤労者融資対策事業

部名等 産業経済部

課名等

事 務 事 業 名 勤労者融資対策事業

141031 予 算 科 目 コード３

一般会計

001050101

政策の柱 第１章 明日を築く活力あるまち 会計

商工観光課 政策名

20 19

事 業 コ ー ド 14103101

平成 年度 （平成

03010100 政策体系上の位置付け コード２部･課･係名等 コード１

商工労働係当面継続 業務分類 ５．ソフト事業
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○

○

休止

○

○

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

年度 （平成

○
現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★ 評価結果の総括と今後の方向性

(1)評価結果の総括

平成 20

【有効性の評価】

説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明）

なし
説
明

直結度小

直結しない

預託金の払い出し、受け取りを最低限の業務として行っているのが現状であり、条例の改正等で業務量が増えることはあっても
減ることはない。

19

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

なし
説
明

融資実績に応じた金額が各市町村へ預託額として要請されているので、適切である。

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

なし

○ 目的見直し

○ 事務事業のやり方改善

【効率性の評価】

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

説
明

成果向上の余地なし。

なし

① 目的妥当性 適切 目的廃止又は再設定の余地あり

●

●

○

○

○

１１．事務事業実施の緊急性

ニ
ー
ズ
急
上
昇

一
部
に
あ
る

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

根拠法令等を記入

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なため、市による実施
が妥当

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

○

○

○

○

○

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

企業業績が上がっても賃金が伸びない中、生活資金に余裕がなければ、安心して暮らすことはできない。
金融機関と協調して勤労者に低利で安全な資金を融資することは、勤労者の生活設計の支援やその家族も含めた生活の
向上につながる。大

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する必要度・貢献度とその理由説明） １０．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

○●

コスト削減の余地あり

④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

③ 効率性 ● 適切 ○

(2)今後の事務事業の方向性

● 現状のまま（又は計画どおり）継続実施 年度

○ 他の事務事業と統合又は連携

○ 終了 ○ 廃止 ○

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成21
年度）

現状とおり コストの方向性

維持

中･長期的
（3～5年

間）

日本の景気や金融環境に応じて、限度額、金利、融資期間、預託額の調整を行う。 成 果の方向性

維持

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

勤労者の生活安定支援のための融資事業であり、事業の継続は必要である。
二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

預託金を勤労者に直接融資するわけでないので、受益者負担に該当しない。

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

なし

● 平均

低い
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